
証券コード　7292
平成27年６月10日

株 主 各 位
静岡県静岡市葵区伝馬町11番地５

代表取締役社長 村上太郎

第72期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第72期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）

午後５時30分までに到着するよう折り返しご送付くださいますようお願い申しあ

げます。

敬　具

記

1. 日　　時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時

2. 場　　所 静岡県静岡市葵区紺屋町３番10号

静岡グランドホテル中島屋　４階　カトレア

3. 目的事項

報告事項 1.　第72期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

2.　第72期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案

第３号議案

第４号議案

定款一部変更の件

取締役８名選任の件

監査役１名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.murakami-kaimeido.co.jp/）に掲載させていただ
きます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

1.　企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げ後の個人消費の

回復がやや遅れたものの、経済対策の効果や円高の是正等により、企業収益

の改善や設備投資の持ち直しが見られ、緩やかながら回復基調で推移いたし

ました。また、世界経済は、中国等のアジア新興国では成長に鈍化が見られ

たものの、米国の景気回復や欧州経済の持ち直し等により、全体としては堅

調に推移いたしました。

　主要取引先であります自動車業界におきましては、国内の自動車生産台数

は、消費税率引き上げ後の販売数量の減少等により前年を下回りましたが、

海外では北米・中国・欧州等での需要拡大により世界の自動車生産台数は前

年を上回ることとなりました。

　このような状況下において当社グループは、グローバル市場での事業拡大

に総力を挙げて取り組むとともに、生産性の向上、原価低減及び経費削減の

活動を推進し、企業体質の強化を図ってまいりました。

　以下、地域別の概況をご報告申しあげます。

・日本

　主力の自動車用バックミラーの販売数量が前年実績を下回った結果、売上

高は35,309百万円となり、前連結会計年度に比べて1,317百万円（3.6％）の

減少となりました。また、営業利益につきましては、生産効率化や原価低減

活動等の合理化を推進いたしましたが、売上高の減少等により、2,961百万円

と前連結会計年度に比べて291百万円（9.0％）の減少となりました。

・アジア

　タイ国での自動車販売の低迷が影響したものの、為替換算上の影響等によ

り、売上高は17,999百万円となり、前連結会計年度に比べて1,390百万円

（8.4％）の増加となりました。営業利益は、合理化施策の効果や為替換算上

の影響により1,691百万円となり、前連結会計年度に比べて489百万円

（40.7％）の増加となりました。
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・北米

　堅調な個人消費の回復基調が続く中、新車への買い替え需要の増加等によ

り自動車生産台数が増加したことや、為替換算上の影響により、売上高は

11,346百万円となり、前連結会計年度に比べて2,475百万円（27.9％）の増加

となりました。営業利益は売上高の増加や合理化施策の効果等により1,035

百万円となり、前連結会計年度に比べて818百万円（377.6％）の増加となり

ました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は64,655百万円となり、前連結会計

年度に比べて2,547百万円（4.1％）の増加となりました。

　また、経常利益は6,748百万円となり、前連結会計年度に比べて1,239百万

円（22.5％）の増加、当期純利益は連結子会社での繰延税金資産の計上に伴

う増益効果もあり4,847百万円となり、前連結会計年度に比べて1,385百万円

（40.0％）の増加となりました。

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度の設備投資額は4,181百万円となりました。

　その地域別内訳は、日本並びに全社（共通）で2,553百万円、アジアで1,017

百万円、北米で611百万円であります。

　日本では、バックミラー製造拠点において、主に生産性向上のための合理

化改善、並びに品質管理、新製品対応の生産準備等の設備投資を実施いたし

ました。海外では、主に生産数量拡大と生産性向上のための設備投資を実施

いたしました。また、北米においては、「Murakami Manufacturing Mexico, 

S.A. de C.V.」の2016年本格稼動に向けた工場建設を進めております。

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より長期借入

金として16億円の調達を実施いたしました。

　その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。
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(4) 対処すべき課題

　今後の経済見通しにつきましては、国内においては、消費税率引き上げ後

の個人消費の落ち込みは底を打ち、企業収益の改善も見られることから、緩

やかではあるものの回復していくものと思われます。

　また世界経済においては、中国経済が安定成長に入る等、アジア新興国の

成長減速が継続するものの、全体としては、米国経済が牽引する形での景気

拡大が持続することが予想されます。

　このような環境の中で、当社グループは、バックミラーをはじめとする自

動車用安全視認システムメーカーとして、世界トップレベルのサプライヤー

を目指し、総力をあげて諸施策に取り組んでまいります。また、自動車メー

カー各社が力を注ぎ日々進化を続けている自動運転や安全運転支援等に対応

するため、新たな車載システムや新製品開発の強化にも努めてまいります。

さらに、自動車メーカー各社の生産量の変動に柔軟な対応がとれるよう、国

内外の生産体制の適正化・効率化に努め、世界最適調達の推進を含めた原価

低減活動を展開するとともに、品質レベルの更なる向上を図ってまいります。

　海外の事業展開では、当社グループの北米第２の事業拠点として昨年２月

に設立した「Murakami Manufacturing Mexico, S.A. de C.V.」の2016年本格

稼動に向けた工場建設を進めております。また、本年４月には、欧州の自動

車メーカー及び部品メーカーとの営業・設計の窓口活動を行う事務所をドイ

ツに開設いたしました。

　オプトロニクス関連分野では、薄膜技術を核とした周辺製品の取り込みに

よる売上拡大を目指すとともに、お客様のニーズを満足させる新製品開発体

制及び技術対応力の強化、品質改善活動を推進し、コスト競争力のある生産

体制の確立を図ってまいります。

　また、自動車業界においては、海外シフトや少子高齢化により国内生産減

少への対応は避けられない状況であります。当社としては、新規事業の創出

を目的とした専任部署を設け、早期事業化に向けた積極的な展開を進めてま

いります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜わりますよう、

お願い申しあげます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

項 目
平成24年３月期
（第　69　期）

平成25年３月期
（第　70　期）

平成26年３月期
（第　71　期）

平成27年３月期
（第　72　期）

百万円 百万円 百万円 百万円
売 上 高 54,917 59,961 62,108 64,655

百万円 百万円 百万円 百万円
経 常 利 益 5,221 5,196 5,509 6,748

百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 純 利 益 2,440 3,984 3,462 4,847

１株当たり当期純利益 188.60円 307.91円 267.67円 374.90円

百万円 百万円 百万円 百万円
総 資 産 46,755 50,461 58,250 65,664

百万円 百万円 百万円 百万円
純 資 産 29,147 34,288 40,324 47,272

１株当たり純資産額 2,175.37円 2,548.88円 2,957.32円 3,471.44円
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 九 州
百万円 ％

バックミラー製造及び販売250 100.0

株式会社村上開明堂コンフォーム 60 100.0 外壁・硝子の施工、住宅リフォーム

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 化 成 20 100.0 樹 脂 製 品 卸 販 売

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 精 機 17 100.0 自動車部品製造及び販売

株 式 会 社 エ イ ジ ー 10 100.0 バックミラー製造及び販売

株 式 会 社 村 上 エ キ ス プ レ ス 10 100.0 一般貨物自動車運送事業

Murakami Manufacturing U.S.A.Inc.
百万米ドル

バックミラー製造及び販売40 100.0

Murakami Manufacturing Mexico,S.A. de C.V.
百万ペソ

バックミラー製造及び販売114 100.0

嘉 興 村 上 汽 車 配 件 有 限 公 司
百万米ドル

バックミラー製造及び販売24 100.0

Murakami Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd.
百万バーツ

バックミラー製造及び販売180 100.0

MURAKAMI AMPAS(THAILAND)CO.,LTD.
百万バーツ

バックミラー製造及び販売100 50.9

村上開明堂（香港）有限公司
百万香港ドル

ファインガラスの製造及び販売15 100.0

Murakami Saikyu(Thailand)Co.,Ltd.
百万バーツ

金 型 製 造 及 び 販 売39 90.0

PT.Murakami Delloyd Indonesia
百万ルピア

バックミラー製造及び販売65,318 51.0

（注）1.　当連結会計年度において重要性が増したため、前連結会計年度において設立いたしま

したMurakami Manufacturing Mexico, S.A. de C.V.を追記いたしました。

　　　2.　平成26年５月16日付にて、株式会社湘南光膜研究所は清算結了いたしました。

　　　3.　平成26年12月31日をもって、株式会社村上開明堂精機は解散いたしました。なお、同

社は現在清算手続きを行っております。
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(7) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

地 域 区 分 事 業 内 容

日 本
自動車用バックミラー、ファインガラスの製造及び
販売、外壁・硝子の施工、住宅リフォーム

ア ジ ア
自動車用バックミラー、ファインガラスの製造及び
販売

北 米 自動車用バックミラーの製造及び販売

(8) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

①当社

名 称 所 在 地

本 社 静 岡 県 静 岡 市

工 場

藤 枝 工 場 静 岡 県 藤 枝 市

大 井 川 工 場 静 岡 県 藤 枝 市

築 地 工 場 静 岡 県 藤 枝 市

②子会社

名 称 所 在 地

国 内

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 九 州 福 岡 県 朝 倉 市

株式会社村上開明堂コンフォーム 静 岡 県 静 岡 市

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 化 成 東 京 都 千 代 田 区

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 精 機 茨 城 県 常 総 市

株 式 会 社 エ イ ジ ー 静 岡 県 藤 枝 市

株 式 会 社 村 上 エ キ ス プ レ ス 静 岡 県 焼 津 市

海 外

Murakami Manufacturing U.S.A.Inc. K e n t u c k y  U . S . A .

Murakami Manufacturing Mexico,S.A. de C.V. Z a c a t e c a s  M e x i c o

嘉 興 村 上 汽 車 配 件 有 限 公 司 中華人民共和国浙江省

Murakami Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd. Ayutthaya Thailand

MURAKAMI AMPAS(THAILAND)CO.,LTD. Samutprakarn Thailand

村 上 開 明 堂 （ 香 港 ） 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 香 港

Murakami Saikyu(Thailand)Co.,Ltd. Samutprakarn Thailand

PT.Murakami Delloyd Indonesia West Java Indonesia
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(9) 従業員の状況（平成27年３月31日現在）

区 　 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

日 本
名 名

993 -28

ア ジ ア
名 名

1,376 -14

北 米
名 名

257 +1

全 社 （ 共 通 ）
名 名

38 -5

合 　 計
名 名

2,664 -46

（注）1． 従業員数は就業人数（当企業集団から外部への出向者を除き、外部から当企業集団へ

の出向者を含む）を記載しております。

　　　2． 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の地域に区分できない管理部門

に所属しているものであります。

3． 当社グループの非連結子会社の従業員数６名（全社）及び９名（アジア）は上記表に

含まれておりません。

(10) 主要な借入先（平成27年３月31日現在）

借 入 先 期末借入金残高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
百万円

2,575

株 式 会 社 静 岡 銀 行 300

ス ル ガ 銀 行 株 式 会 社 200

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 200

株 式 会 社 清 水 銀 行 200

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 300

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 200

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 29,900,000株

(2) 発行済株式の総数 13,100,000株（うち自己株式171,184株）

(3) 株主数 772名

(4) 大株主

株 主 名
当社への出資状況

持株数 出資比率

千株 ％

株 式 会 社 豊 英 社 1,230 9.5

村 上 太 郎 1,043 8.0

村 上 英 二 1,005 7.7

ビ ー ビ ー エ イ チ 　 フ オ ー 　 フ イ デ リ テ イ 　 ロ ー
プ ラ イ ス ド 　 ス ト ツ ク 　 フ ア ン ド （ プ リ ン シ パ ル
オ ー ル 　 セ ク タ ー 　 サ ブ ポ ー ト フ オ リ オ ）

867 6.7

旭 硝 子 株 式 会 社 739 5.7

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 624 4.8

ロイヤルバンクオブカナダトラストカンパニー（ケイマン）リミテツド 562 4.3

株 式 会 社 静 岡 中 島 屋 ホ テ ル チ ェ ー ン 460 3.5

株 式 会 社 静 岡 銀 行 459 3.5

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 447 3.4

（注）出資比率は、自己株式171,184株を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　　該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

村 上 太 郎

専 務 取 締 役 冨 野 文 夫 社長室担当兼開発部担当

常 務 取 締 役 吉 村 勝 行 管理本部長

取締役相談役 村 上 英 二

取 締 役 望 月 義 人
オプトロニクス事業部長
兼同事業部生産部長
兼村上開明堂（香港）有限公司董事長

取 締 役 奥 野 雅 治

ミラーシステム事業部長
兼同事業部生産管理部担当
兼同事業部BR改革推進グループ担当
兼Murakami Manufacturing U.S.A.Inc.会長兼C.E.O.

監査役(常勤) 増 井 邦 夫

監 査 役 小 室 太 郎

監 査 役 齋 藤 安 彦
追手町法律事務所所長弁護士
株式会社静岡銀行社外監査役
株式会社ＡＦＣ－ＨＤアムスライフサイエンス社外監査役

監 査 役 神　谷　聰一郎 株式会社静岡銀行顧問

監 査 役 石 橋 三 洋 株式会社静岡銀行社外監査役

（注）1.　監査役　小室太郎、齋藤安彦、神谷聰一郎、石橋三洋の各氏は、社外監査役でありま

す。

2.　監査役　小室太郎氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

3.　監査役　齋藤安彦氏は、当社の顧問弁護士であります。

4.　監査役　神谷聰一郎氏は、株式会社静岡銀行顧問であり、同行において役員を歴任す

る等、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

5.　平成27年４月１日付で、下記のとおり、取締役の地位、担当及び重要な兼職を変更し

ております。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

専 務 取 締 役 冨 野 文 夫 社長室担当

専 務 取 締 役 吉 村 勝 行 管理本部長

常 務 取 締 役 奥 野 雅 治

ミラーシステム事業部長
兼開発部統括
兼技術部統括
兼Murakami Manufacturing U.S.A.Inc.会長兼C.E.O.
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 数 当事業年度に係る報酬等の額

取 締 役 ６名 274百万円

監 査 役 ５名 35百万円

（注）1.　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2.　取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第64期定時株主総会決議において年

額350百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議い

ただいております。

3.　監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第64期定時株主総会決議において年

額80百万円以内と決議いただいております。

4.　上記のうち社外監査役に対する当事業年度に係る報酬等の総額は、15百万円（４名）

です。

5.　上記には、当事業年度に費用計上した役員賞与48百万円（取締役45百万円、監査役３

百万円）を含んでおります。

6.　上記には、当事業年度に費用計上した役員退職慰労引当金繰入額36百万円（取締役33

百万円、監査役２百万円）を含んでおります。
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(3) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

　監査役　齋藤安彦氏は、追手町法律事務所所長弁護士であり、株式会社静

岡銀行、株式会社ＡＦＣ－ＨＤアムスライフサイエンスの社外監査役であり

ます。なお、追手町法律事務所は当社の取引事務所であり、株式会社静岡銀

行は当社の取引銀行であります。株式会社ＡＦＣ－ＨＤアムスライフサイエ

ンスと当社との間には特別の関係はありません。

　監査役　神谷聰一郎氏は、株式会社静岡銀行顧問であります。なお、株式

会社静岡銀行は当社の取引銀行であります。

　監査役　石橋三洋氏は、株式会社静岡銀行の社外監査役であります。なお、

株式会社静岡銀行は当社の取引銀行であります。

②当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　　名 主 な 活 動 状 況

監 査 役 小 室 太 郎

当事業年度開催の取締役会９回のうち８回に出

席し、また当事業年度開催の監査役会10回のう

ち９回に出席し、豊富な経営経験、法務に関す

る高い見識に基づき発言を行っております。

監 査 役 齋 藤 安 彦

当事業年度開催の取締役会９回のうち全てに出

席し、また当事業年度開催の監査役会10回のう

ち全てに出席し、弁護士としてその豊富な専門

知識からの発言を行っております。

監 査 役 神　谷　聰一郎

当事業年度開催の取締役会９回のうち全てに出

席し、また当事業年度開催の監査役会10回のう

ち全てに出席し、豊富な企業経営判断の経験・

知見等に基づいた発言を行っております。

監 査 役 石 橋 三 洋

当事業年度開催の取締役会９回のうち全てに出

席し、また当事業年度開催の監査役会10回のう

ち全てに出席し、豊富な企業経営判断の経験・

知見等に基づいた発言を行っております。

 (注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取

締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

③責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約

に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額であります。
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(4) 社外取締役を置くことが相当でない理由

　当社では、経営の監督の更なる強化を行うための社外取締役の選任の有効

性に関する最近の状況を鑑み、社外取締役を置くことを検討しておりました

が、その選任議案を株主総会に提案するにはいたっておりませんでした。本

定時株主総会において、株主総会参考書類に記載のとおり、社外取締役の選

任を提案しております。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る監査証明業務に基づく報酬等の額 38百万円

当社及び当社子会社が当社の会計監査人へ支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

38百万円

（注）1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業

年度に係る監査証明業務に基づく報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.　当社の重要な子会社のうち、海外子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士また

は監査法人の監査を受けております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任また

は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。

（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行

されたことに伴い、会計監査人の解任または不再任に関する議案の決定機関を、取締

役会から監査役会に変更しております。なお、上記には事業年度中における方針を記

載しております。
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５．業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための

体制

①　「村上開明堂グループ企業行動憲章」「村上開明堂コンプライアンスポ

リシー」「村上開明堂コンプライアンス行動基準」を策定し、取締役・従

業員に周知徹底させ、必要な教育を実施させる。

②　社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアン

ス上の重要な問題を審議する。

③　監査室は、コンプライアンスの状況を監査し、定期的に取締役会及び監

査役会に報告するものとする。

④　法令上疑義のある行為等について、従業員が直接情報提供を行う手段と

して内部通報制度を整備する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒

体（以下、文書等という）に記録し、適切に保存する。取締役及び監査役は、

文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理に関する規程に従い、リスク管理を徹底するために各部署に必

要な諸規程、教育・訓練制度、通報制度等の検討・整備を行わせる。

　監査室は各部署のリスク管理状況を監査し、この結果を取締役会及び監査

役会に報告するものとする。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会は、取締役会が定める業務分掌規程に基づき、執行役員等より

の報告を踏まえ、各取締役の職務の執行が効率的に行われる体制を整備す

る。

②　取締役会は、中期経営計画及び年度計画を策定し、会社として達成すべ

き目標を明確化するとともに事業部ごとの業績目標を明確にし、その進捗

状況を定期的に取締役会で報告させる。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①　当社及びグループ各社全体の内部統制に関する担当部署（監査室）は、

当社及びグループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・

要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。
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②　監査室は、当社及びグループ各社の内部監査を実施し、その結果を取締

役会に報告するとともに、必要に応じて内部統制の改善策の指導、実施の

支援・助言を行う。

(6) 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立に関する事項

　監査役から監査役の職務を補助する使用人を置くことを求められた場合に

は、監査役と協議のうえ、合理的な範囲で配置するものとする。

　当該使用人の任命、異動等人事権に係る事項の決定には、監査役の事前の

同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保するものとする。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

①　監査役は、業務執行上の意思決定に関する重要な会議に出席することが

できる。

②　取締役は、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及

ぼす事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況及びその内

容を、すみやかに監査役会に対して報告する体制を整備する。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定するものとし、

監査法人と適宜協議をするものとする。

（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則等の

一部を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）が平成27年５月１日に施行された

ことに伴い、内容の一部改定を予定しております。なお、上記には事業年度末日時点

の体制を記載しております。
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６．株式会社の支配に関する基本方針

　当社の株式の大量取得を目的とする買付に対しましては、当該買付者の事業

内容及び将来の事業計画並びに過去の投資行動等から、当該買付行為または買

収提案が当社の企業価値及び株主共同の利益に与える影響を慎重に検討し、判

断する必要があるものと認識しております。

　現在のところ、当社株式の大量買付に係る具体的な脅威が生じているわけで

はなく、また当社としても、そのような買収者が出現した場合の具体的な取組

みを予め定めるものではありませんが、当社としては株主・投資家から付託さ

れた当然の責務として、当社の株式取引や移動の状況を常に注視し、当社株式

を大量に取得しようとする者が出現した場合には、直ちに当社として最も適切

と考えられる措置を講じます。

　具体的には、社外の専門家を交えて当該買収提案の評価や株式取得者との交

渉を行い、当該買収提案が当社の企業価値及び株主共同の利益に資さない場合

には、具体的な対抗措置の要否及びその内容等をすみやかに決定し、対抗措置

を実行する体制を整えます。

　なお、買収防衛策の導入につきましても、重要な経営課題の一つとして、買

収行為を巡る法制度や関係当局の判断・見解、世間の動向等を注視しながら、

今後も継続して検討を行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

　 電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

未 成 工 事 支 出 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

35,632

20,113

8,061

769

1,206

1,257

30

2,077

763

1,366

△13

30,032

22,530

8,654

6,052

1,076

5,169

55

1,521

605

112

493

6,896

4,258

68

1,401

136

409

621

△0

（負債の部）

流 動 負 債 13,300

支払手形及び買掛金 4,555

電 子 記 録 債 務 2,016

短 期 借 入 金 2,100

リ ー ス 債 務 13

未 払 法 人 税 等 658

製 品 保 証 引 当 金 383

賞 与 引 当 金 816

役 員 賞 与 引 当 金 24

そ の 他 2,730

固 定 負 債 5,091

長 期 借 入 金 1,945

リ ー ス 債 務 31

繰 延 税 金 負 債 568

退職給付に係る負債 1,431

役員退職慰労引当金 751

資 産 除 去 債 務 56

そ の 他 306

負 債 合 計 18,391

（純資産の部）

株 主 資 本 39,977

資 本 金 3,165

資 本 剰 余 金 3,528

利 益 剰 余 金 33,429

自 己 株 式 △145

その他の包括利益累計額 4,904

その他有価証券評価差額金 1,970

為替換算調整勘定 2,803

退職給付に係る調整
累 計 額

130

少数株主持分 2,391

純 資 産 合 計 47,272

資 産 合 計 65,664 負 債 純 資 産 合 計 65,664

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 64,655

売 上 原 価 53,465

売 上 総 利 益 11,190

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,342

営 業 利 益 5,847

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 126

受 取 地 代 家 賃 146

製 品 保 証 引 当 金 戻 入 額 124

そ の 他 603 1,000

営 業 外 費 用

支 払 利 息 34

賃 貸 費 用 39

そ の 他 25 99

経 常 利 益 6,748

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 244

負 の の れ ん 発 生 益 26 270

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 139 139

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,880

法人税、住民税及び事業税 1,719

法 人 税 等 調 整 額 △31 1,688

少数株主損益調整前当期純利益 5,191

少 数 株 主 利 益 344

当 期 純 利 益 4,847

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

期 首 残 高 3,165 3,528 29,017 △138 35,571

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△177 △177

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 期 首 残 高

3,165 3,528 28,840 △138 35,394

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △258 △258

当 期 純 利 益 4,847 4,847

自己株式の取得 △6 △6

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

－

連結会計年度中の変動額合計 － － 4,589 △6 4,582

期 末 残 高 3,165 3,528 33,429 △145 39,977

（単位：百万円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金

為替換算

調整勘定

退職給付に

係 る 調 整

累 計 額

そ の 他 の

包 括 利 益

累計額合計

期 首 残 高 1,272 1,351 50 2,675 2,076 40,324

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△177

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 期 首 残 高

1,272 1,351 50 2,675 2,076 40,146

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △258

当 期 純 利 益 － 4,847

自己株式の取得 － △6

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

698 1,451 79 2,229 314 2,543

連結会計年度中の変動額合計 698 1,451 79 2,229 314 7,125

期 末 残 高 1,970 2,803 130 4,904 2,391 47,272

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　14社……㈱エイジー、㈱村上開明堂精機、㈱村上開明堂九

州、㈱村上開明堂化成、㈱村上開明堂コンフォー

ム、㈱村上エキスプレス、

Murakami Manufacturing U.S.A.Inc.、

Murakami Manufacturing Mexico, S.A. de C.V.、

MURAKAMI AMPAS(THAILAND)CO.,LTD.、

Murakami Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd.、

Murakami Saikyu(Thailand)Co.,Ltd.、

PT.Murakami Delloyd Indonesia、

嘉興村上汽車配件有限公司、

村上開明堂(香港)有限公司

(2) 非連結子会社　　　　　　………㈱村上開明堂ビジネスサービス、

Murakami Corporation (Thailand) Ltd.

　上記連結子会社のうち、前連結会計年度において、非連結子会社でありました

Murakami Manufacturing Mexico, S.A. de C.V.は、重要性が増したため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めております。また、前連結会計年度において連結子会

社でありました㈱湘南光膜研究所は、清算結了したため、当連結会計年度より連結

の範囲から除外しております。

　非連結子会社は当連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しております。

2.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数　0社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社  　……㈱村上開明堂ビジネスサービス、

Murakami Corporation (Thailand) Ltd.

　持分法を適用しない非連結子会社は当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であるため持分法の適用から除外しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社14社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同

決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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4.　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………………………………連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの…………………………………移動平均法による原価法

②たな卸資産

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品…………主として総平均法による原価法

未成工事支出金……………………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③デリバティブ取引

時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産…………………主として定率法

（リース資産を除く）　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法

②無形固定資産…………………定額法

（リース資産を除く）　　　　ソフトウェア（自社利用）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

③リース資産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率法によ

り計上しており、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、財務内容評価法によ

り計上しております。

②製品保証引当金

　売上製品のクレーム補償費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の支出実

績比率を基準とする方法と個別見積り額に基づき計上しております。

③賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、過去の支給実績に基づいて支給見込額のうち

当連結会計年度負担分を計上しております。

④役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分

を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による必要額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る負債の計上基準

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として10年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して

おります。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、

純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。

(5) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約に

ついては工事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適

用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における

進捗率の見積りは、原価比例法によっております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　当社グループの行っている金利スワップ取引は、金利スワップの特例処理の要件

を満たすものであり、特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………………金利スワップ取引

ヘッジ対象…………………長期借入金の支払金利

③ヘッジ方針

　将来の金利変動によるリスク回避を目的に行っており、投機的な取引は行わない

方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たすものであり、ヘッジ有効性評価は省略し

ております。

(7) 消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(8) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益

及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。
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5.　会計方針の変更

退職給付に関する会計基準の適用

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退

職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、

退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ

いて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、

割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割

引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加

重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な

取扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が274百万円増加し、繰延税

金資産が96百万円増加、また、利益剰余金が177百万円減少しております。なお、当連

結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は軽微であり

ます。

　また、当連結会計年度の１株当たり純資産額、及び１株当たり当期純利益金額への

影響は軽微であります。

6.　追加情報

法人税率等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の

一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成

27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われること

となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の35.4％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込ま

れる一時差異については32.8％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に

解消が見込まれる一時差異については、32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）

は17百万円、法人税等調整額が81百万円、その他有価証券評価差額金が92百万円、そ

れぞれ増加し、退職給付に係る調整累計額が６百万円減少しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

1.　担保に供している資産及び担保を付している債務
担保に供している資産
投資有価証券 62百万円

担保を付している債務
買掛金 35百万円

2.　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額
有形固定資産の減価償却累計額 37,765百万円
有形固定資産の減損損失累計額 577百万円

計 38,343百万円
3.　投資不動産の減価償却累計額及び減損損失累計額

投資不動産の減価償却累計額 322百万円
投資不動産の減損損失累計額 0百万円

計 322百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式 13,100,000株

2.　配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成26年６月27日

定 時 株 主 総 会
普通株式 129百万円 10.00円 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年11月11日

取 締 役 会
普通株式 129百万円 10.00円 平成26年９月30日 平成26年12月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度
となるもの
　平成27年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事
項を次のとおり提案しております。

配当金の総額 155百万円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 12.00円
基準日 平成27年３月31日
効力発生日 平成27年６月29日
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（金融商品に関する注記）

1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達

しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスク

を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為

替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあ

るものを除き、当社は原則として外貨建て借入の実行により減殺しております。

　なお、連結子会社が海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為

替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあ

るものを除き、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券には、市場価格の変動リスクに晒されているものもありますが、主

に、業務上の関係を有する企業の株式であります。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日で

あります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております

が、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあるものを除き先物為替予約を利用し

てヘッジしております。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る

資金調達を目的としたものであります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒さ

れておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしてお

ります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対する

ヘッジを目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対す

るヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘ

ッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前

述の「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記4.会計処理

基準に関する事項(6) 重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。ただし、先物

為替予約取引については、ヘッジ会計を適用しておりません。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売管理規程等に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部門

における管理部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の販売管理規程等に準じ

て、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引については取引先を高格付を有する金融機関に限定しているた

め信用リスクはほとんどないと認識しております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替の変動リス

クを、原則として、外貨建て借入の実行により減殺しております。また、当社は、

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ております。
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　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引企業）の財務状況等を把

握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた

管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

　なお、連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握され

た変動リスクに対して、原則として先物為替予約の利用によりヘッジしております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作

成・更新するとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しておりま

す。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。また、注記事項「デリバティブ取引」

におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバテ

ィブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2.　金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について重要

なものは、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは含まれておりません（（注）2.参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円) 差額（百万円)

(1) 現金及び預金 20,113 20,113 －

(2) 受取手形及び売掛金 8,061

(3) 電子記録債権 769

　　貸倒引当金（※1） △13

8,817 8,817 －

(4) 投資有価証券

　　その他有価証券 4,111 4,111 －

資産計 33,041 33,041 －

(1) 支払手形及び買掛金 4,555 4,555 －

(2) 電子記録債務 2,016 2,016 －

(3) 短期借入金 2,100 2,100 －

(4) 未払法人税等 658 658 －

(5) 長期借入金 1,945 1,946 0

負債計 11,277 11,277 0

デリバティブ取引(※2) △0 △0 －

（※1） 受取手形及び売掛金、電子記録債権に対して計上している貸倒引当金を控除しており

ます。

（※2） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については、△で示しております。
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（注）1.　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3)短期借入金、(4)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(5)長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入

金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記デリバティブ取引参照）、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様に借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっ

ております。

デリバティブ取引

　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または契約において定められ

た元本相当額は以下のとおりです。

①ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

区分 取引の種類

当連結会計年度（平成27年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引
以外の取引

為替予約取引

売建

バーツ 1 － △0 △0

合計 1 － △0 △0

（注）時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

②ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成27年３月31日)

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取
引変動受取・固
定支払

短期借入金
(1年内返済予定
の長期借入金)

27 － （※）

（※）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して

おります。

（注）時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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2.　時価を把握することが困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式（関係会社） 74

非上場株式（その他有価証券） 71

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

3.　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

区分
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 20,108 － － －

受取手形及び売掛金 8,061 － － －

電子記録債権 769 － － －

合計 28,939 － － －

4.　長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

長期借入金 52 1,945 － －

合計 52 1,945 － －

（賃貸等不動産に関する注記）

　当社グループでは、静岡市その他の地域において、賃貸用ビル、倉庫（土地を含む。）を有し

ております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は106百万円（賃貸収益

は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）、固定資産処分損10百万円（特別損失に計

上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のと

おりであります。

連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度末の時価

（百万円）当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末
残高

2,005 △603 1,401 2,098

（注）1.　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

2.　当連結会計年度の期中増減額のうち、主な減少額は、賃貸用資産の処分による減少

192百万円、遊休資産となっていた焼津工場の利用方法が決定されたことに伴う減少

405百万円であります。

3.　当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動

産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については、一定の評価額や適切に市場

価格を反映していると考えられる指標等を用いて調整した金額によっております。

（１株当たり情報に関する注記）

1.　１株当たり純資産額 3,471.44円

2.　１株当たり当期純利益 374.90円

－ 29 －



貸　借　対　照　表

（平成27年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

　 電 子 記 録 債 権

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

水 利 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

22,260

12,593

14

5,322

769

417

104

529

67

234

1,530

504

173

△0

24,062

12,038

4,048

187

2,266

23

547

4,130

18

816

115

6

94

14

11,908

4,181

2,848

102

2,457

90

1,749

406

73

△0

（負債の部）
流 動 負 債 8,515

支 払 手 形 70
電 子 記 録 債 務 2,016
買 掛 金 2,383
短 期 借 入 金 721
１年内返済予定の長期借入金 27
リ ー ス 債 務 4
未 払 金 736
未 払 消 費 税 等 158
未 払 法 人 税 等 395
未 払 費 用 417
預 り 金 38
製 品 保 証 引 当 金 298
賞 与 引 当 金 726
役 員 賞 与 引 当 金 24
設 備 関 係 支 払 手 形 10
設備関係電子記録債務 475
そ の 他 11

固 定 負 債 4,584
長 期 借 入 金 1,900
リ ー ス 債 務 15
退 職 給 付 引 当 金 1,322
役員退職慰労引当金 736
繰 延 税 金 負 債 499
資 産 除 去 債 務 56
そ の 他 53

負 債 合 計 13,099

（純資産の部）
株 主 資 本 31,252
資 本 金 3,165
資 本 剰 余 金 3,528
資 本 準 備 金 3,528

利 益 剰 余 金 24,704
利 益 準 備 金 202
その他利益剰余金 24,502

固定資産圧縮積立金 39
別 途 積 立 金 10,050
繰 越 利 益 剰 余 金 14,412

自 己 株 式 △145
評価・換算差額等 1,970

その他有価証券評価差額金 1,970

純 資 産 合 計 33,223
資 産 合 計 46,322 負 債 純 資 産 合 計 46,322

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 37,742

売 上 原 価 31,834

売 上 総 利 益 5,907

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,472

営 業 利 益 2,434

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 483

受 取 地 代 家 賃 169

そ の 他 1,099 1,752

営 業 外 費 用

支 払 利 息 17

賃 貸 費 用 55

そ の 他 2 74

経 常 利 益 4,112

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 8

関 係 会 社 清 算 益 116 124

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 30 30

税 引 前 当 期 純 利 益 4,206

法人税、住民税及び事業税 1,156

法 人 税 等 調 整 額 498 1,654

当 期 純 利 益 2,552

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

期 首 残 高 3,165 3,528 3,528 202 37 10,050 12,298 22,588

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△177 △177

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 期 首 残 高

3,165 3,528 3,528 202 37 10,050 12,120 22,411

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △258 △258

税 率 変 更 に よ る
積 立 金 の 調 整 額

－ 1 △1 －

当 期 純 利 益 － 2,552 2,552

自己株式の取得 － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

－ －

事業年度中の変動額合計 － － － － 1 － 2,291 2,293

期 末 残 高 3,165 3,528 3,528 202 39 10,050 14,412 24,704

（単位：百万円）

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

期 首 残 高 △138 29,143 1,272 1,272 30,415

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△177 △177

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 期 首 残 高

△138 28,965 1,272 1,272 30,238

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △258 － △258

税 率 変 更 に よ る
積 立 金 の 調 整 額

－ － －

当 期 純 利 益 2,552 － 2,552

自己株式の取得 △6 △6 － △6

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

－ 697 697 697

事業年度中の変動額合計 △6 2,286 697 697 2,984

期 末 残 高 △145 31,252 1,970 1,970 33,223

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.　有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの…………………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの…………………………移動平均法による原価法

2.　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品、仕掛品、原材料、貯蔵品……………総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

3.　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…………………定率法

（リース資産を除く）　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法

(2) 無形固定資産…………………定額法

（リース資産を除く）　　　　ソフトウェア（自社利用）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3) リース資産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

4.　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率法によ

り計上しており、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、財務内容評価法によ

り計上しております。

(2) 製品保証引当金

　売上製品のクレーム補償費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の支出実

績比率を基準とする方法と個別見積り額に基づき計上しております。

(3) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、過去の支給実績に基づいて支給見込額のうち

当事業年度負担分を計上しております。

(4) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。
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(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、期末日における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づいた金額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として10年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが

連結貸借対照表と異なります。

(6) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による必要額を計上しております。

5.　重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　当社の行っている金利スワップ取引は、金利スワップの特例処理の要件を満たす

ものであり、特例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………………金利スワップ取引

ヘッジ対象…………………長期借入金の支払金利

(3) ヘッジ方針

　将来の金利変動によるリスク回避を目的に行っており、投機的な取引は行わない

方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たすものであり、ヘッジ有効性評価は省略し

ております。

6.　消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

7.　会計方針の変更

退職給付に関する会計基準の適用

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退

職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）を当事業年度より適用し、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準か

ら給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均

残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しており

ます。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な

取扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法

の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が274百万円増加し、繰延税金資産が

96百万円増加、また、利益剰余金が177百万円減少しております。なお、当事業年度の

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。

　また、当事業年度の１株当たり純資産額、及び１株当たり当期純利益金額への影響

は軽微であります。
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（貸借対照表に関する注記）

1.　関係会社に対する金銭債権債務

短期債権 2,267百万円
長期債権 27百万円
短期債務 405百万円

2.　担保に供している資産及び担保を付している債務

担保に供している資産

投資有価証券 62百万円

担保を付している債務

買掛金 35百万円

　なお、上記担保に提供している資産のうち、投資有価証券37百万円については、連結子

会社㈱村上開明堂コンフォームの買掛金０百万円に対して担保提供しております。

3.　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

有形固定資産の減価償却累計額 28,885百万円

有形固定資産の減損損失累計額 71百万円

計 28,957百万円

4.　投資不動産の減価償却累計額及び減損損失累計額

投資不動産の減価償却累計額 332百万円
投資不動産の減損損失累計額 0百万円

計 332百万円

5.　保証債務

銀行借入等に対する保証

<関係会社>
㈱村上開明堂九州 62百万円
PT.Murakami Delloyd Indonesia 1,326百万円

計 1,388百万円

買掛金等に対する保証

<関係会社>

㈱村上開明堂化成 買 掛 金 99百万円
㈱村上開明堂コンフォーム 買 掛 金 1百万円
㈱村上開明堂コンフォーム 支払手形 2百万円

　計 103百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 3,644百万円

仕入高 3,538百万円

販売費及び一般管理費 429百万円

営業取引以外の取引高 1,016百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の数に関する事項

自己株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 166,953株 4,231株 －株 171,184株

（注）自己株式の株式数の増加4,231株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

（税効果会計に関する注記）

1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 424百万円

役員退職慰労引当金 236百万円

製品保証引当金 96百万円

減価償却費 30百万円

賞与引当金 272百万円

関係会社株式評価損 1,549百万円

未払事業税等 39百万円

その他 253百万円

繰延税金資産の小計 2,902百万円

評価性引当額 △1,974百万円

繰延税金資産の合計 928百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 905百万円

その他 18百万円

繰延税金負債の合計 924百万円

繰延税金資産の純額 4百万円

2.　法人税率等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部

を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月

１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。こ

れに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.4％

から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％

に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

32.1％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は11

百万円、法人税等調整額が81百万円、その他有価証券評価差額金が92百万円、それぞれ増

加しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

1.　子会社等

種類 会社等の名称 住 所 資本金
事 業 等
の 内 容

議決権等
の所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
事 業 年 度
末 残 高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社

㈱村上開明堂九州
福 岡 県
朝 倉 市

250
百万円

バックミラー
製造及び販売

100.0 4名
製　品
仕入先

運転資金貸付
(注1)

－ 短期貸付金 900

M u r a k a m i
M a n u f a c t u r i n g
U . S . A . I n c .

K e n t u c k y
U . S . A .

40
百万米ドル

バックミラー
製造及び販売

100.0 4名
製 品
売上先

運転資金貸付
(注1、2)

△445 短期貸付金 480

M u r a k a m i
M a n u f a c t u r i n g
Mexico,S.A. de C.V.

Z a c a t e c a s
M e x i c o

114
百万ペソ

バックミラー
製造及び販売

100.0 4名
製 品
売上先

増 資 の 引 受
(注3)

922 － －

M U R A K A M I
AMPAS(THAILAND)CO.,LTD.

Samutprakarn
T h a i l a n d

100
百万バーツ

バックミラー
製造及び販売

50.9 4名
製　品
売上先

ロイヤリティー収入
(注4)

201 未収入金 39

M U R A K A M I
AMPAS(THAILAND)CO.,LTD.

Samutprakarn
T h a i l a n d

100
百万バーツ

バックミラー
製造及び販売

50.9 4名
製　品
売上先

受 取 配 当 金
(注5)

238 － －

P T . M u r a k a m i
D e l l o y d I n d o n e s i a

W e s t  J a v a
I n d o n e s i a

65,318
百万ルピア

バックミラー
製造及び販売

51.0 4名
製　品
売上先

保 証 債 務
(注6)

1,326 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1.　貸付金利は市場金利を勘案し決定しております。

2.　運転資金貸付の取引金額は、当事業年度における純増減額を記載しております。

3.　増資の引受については、子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。

4.　ロイヤリティーについては、契約に基づき、売上に応じ一定率の受け取りをしており

ます。

5.　配当金については、子会社の当期純利益金額等を勘案し、決定しております。

6.　PT.Murakami Delloyd Indonesiaに対する保証債務は、銀行借入に対する保証債務であ

ります。

（１株当たり情報に関する注記）

1.　１株当たり純資産額 2,569.69円

2.　１株当たり当期純利益 197.39円
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
平成27年５月12日

株式会社 村 上 開 明 堂

取　締　役　会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田宮　紳司 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 滝口　隆弘 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊藤　智章 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社村上開明堂の平成２６年４月１日から平成

２７年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正

な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社村上開明堂及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類等に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
平成27年５月12日

株式会社 村 上 開 明 堂

取　締　役　会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田宮　紳司 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 滝口　隆弘 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊藤　智章 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社村上開明堂の平成２６年４月１日から

平成２７年３月３１日までの第７２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属

明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも

のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属

明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の執行に関して、

各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部

監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び重要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体

制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見

を表明いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取

組みについては、取締役会その他における審議の状況を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告

を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし

た。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると共に、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監

査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要

に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2.　監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に

ついては、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号

ロの各取り組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、

かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査の結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月12日

株式会社 村上開明堂　監査役会

常勤監査役 増 井 邦 夫 

監　査　役 小 室 太 郎 

監　査　役 齋 藤 安 彦 

監　査　役 神　谷　聰一郎 

監　査　役 石 橋 三 洋 

 (注) 監査役小室太郎、監査役齋藤安彦、監査役神谷聰一郎及び監査役石橋三洋は、会社法第２条第16号及び第335

条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位

置づけております。利益配分につきましては、安定的な配当の継続を基本と

しながら、当社グループを取り巻く経営環境や業績等を総合的に勘案して、

当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき12円　　総額　155,145,792円

　なお、当社は中間配当として当社普通株式１株につき10円をお支払い

しておりますので、当期の年間配当金は１株につき22円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月29日
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第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

　取締役及び監査役が、その期待される役割を十分に発揮できるよう、会

社法第427条第１項の規定に基づき、業務執行取締役等でない取締役及び監

査役との間で責任限定契約を締結することができる旨の規定として、定款

第29条（取締役の責任限定）を新設し、現行の定款第37条（社外監査役の

責任限定）を変更するものであります。

　なお、定款第29条（取締役の責任限定）の新設に関しましては、各監査

役の同意を得ております。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（新　　設） （取締役の責任限定）

第29条　当会社は、会社法第４２７条第１項

の規定により、取締役（業務執行取

締役または支配人その他の使用人で

ある者を除く。）との間に、会社法

第４２３条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結することができ

る。ただし当該契約に基づく賠償責

任の限度額は、法令が規定する額と

する。

第29条

　～　　　　　（条文省略）

第36条

第30条

　～　　　　　（現行どおり）

第37条

（社外監査役の責任限定） （監査役の責任限定）

第37条　当会社は、会社法第４２７条第１項

の規定により、社外監査役との間

で、会社法第４２３条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結する

ことができる。ただし当該契約に基

づく賠償責任の限度額は、法令が規

定する額とする。

第38条　当会社は、会社法第４２７条第１項

の規定により、監査役との間で、会

社法第４２３条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結することが

できる。ただし当該契約に基づく賠

償責任の限度額は、法令が規定する

額とする。

第38条

　～　　　　　（条文省略）

第41条

第39条

　～　　　　　（現行どおり）

第42条
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第３号議案　取締役８名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって、取締役６名全員が任期満了となります。つ

きましては、経営体制の強化を図るため２名を増員し、取締役８名の選任をお願

いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１

むら

村
かみ

上
た

太
ろう

郎
(昭和33年７月10日生)

昭和60年11月　当社入社

平成元年６月　当社取締役

平成８年７月　当社建材事業部副事業部長

平成13年７月　当社ミラーシステム事業部副

事業部長

平成14年６月　当社専務取締役

　　　　　　　当社社長補佐兼企画室長

　　　　　　　兼Murakami Manufacturing 

U.S.A.Inc.会長兼C.E.O.

平成17年５月　当社社長補佐兼情報システム

部長

平成17年６月　当社代表取締役副社長

平成20年６月　当社代表取締役社長（現任）

1,043,559株

２

とみ

冨
の

野
ふみ

文
お

夫
(昭和26年９月９日生)

昭和50年４月　旭硝子株式会社入社

平成９年７月　同社東京支店（硝子）担当支店

長

平成11年６月　同社シンガポール営業所長

平成17年７月　同社ＦＰＤガラス本部ＰＤＰ

事業部長

平成20年９月　同社京浜工場長

平成23年４月　公益財団法人海外子女教育振

興財団執行役総務部長

平成25年４月　当社入社顧問

平成25年６月　当社取締役

　　　　　　　当社社長室長

平成25年12月　当社専務取締役（現任）

平成27年４月　当社社長室担当（現任）

803株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

３

よし

吉
むら

村
かつ

勝
ゆき

行
(昭和24年12月21日生)

平成８年４月　株式会社カワタ入社

平成12年４月　同社営業部長

平成17年１月　当社入社

平成18年５月　当社総務部長

平成20年４月　当社防災安全推進部長

平成20年６月　当社取締役

平成21年２月　当社防災安全環境部長兼株式

会社村上開明堂ビジネスサー

ビス代表取締役社長

平成22年６月　当社常務取締役

　　　　　　　当社管理本部長（現任）

平成27年４月　当社専務取締役（現任）

5,868株

４

おく

奥
の

野
まさ

雅
はる

治
(昭和20年10月16日生)

昭和39年４月　トヨタ自動車工業株式会社（現

トヨタ自動車株式会社）入社

平成８年３月　トヨタモーターマニュファク

チャリングカナダ株式会社シ

ニアコーディネーター

平成15年１月　同社エグゼクティブコーディ

ネーター

平成20年11月　当社入社顧問

平成21年６月　当社取締役

平成22年12月　当社ミラーシステム事業部第

三製造部長

平成23年２月　当社ミラーシステム事業部Ｍ

ＰＳ推進部長

平成23年６月　当社常務執行役員

平成24年７月　Murakami Manufacturing 

U.S.A.Inc.会長兼C.E.O.（現

任）

平成25年４月　当社ミラーシステム事業部長

（現任）

平成25年６月　当社取締役

平成27年４月　当社常務取締役（現任）

　　　　　　　当社開発部統括兼技術部統括

（現任）

3,608株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

５

むら

村
かみ

上
えい

英
じ

二
(大正13年10月５日生)

昭和23年３月　当社専務取締役

昭和42年２月　当社代表取締役社長

平成14年６月　当社代表取締役会長

平成17年６月　当社取締役会長

平成20年６月　当社取締役相談役（現任）

1,005,464株

６

もち

望
づき

月
よし

義
と

人
(昭和20年12月23日生)

昭和45年４月　いすゞ自動車株式会社入社

平成元年11月　同社北米企画部部長

平成６年12月　アメリカンいすゞモーター株

式会社取締役社長

平成11年４月　いすゞモーター欧州株式会社

取締役社長

平成11年６月　いすゞ自動車株式会社取締役

平成13年５月　同社常務取締役

平成16年２月　いすゞ中国有限公司董事長

平成17年６月　日本フルハーフ株式会社取締

役副社長

平成20年７月　いすゞ自動車株式会社シニ

ア・アドバイザー

平成23年10月　当社入社顧問

平成24年６月　当社取締役（現任）

　　　　　　　当社ミラーシステム事業部副

事業部長

平成25年４月　当社オプトロニクス事業部長

兼同事業部生産部長兼株式会

社湘南光膜研究所代表取締役

社長兼村上開明堂（香港）有限

公司董事長

平成26年１月　当社オプトロニクス事業部長

兼同事業部生産部長兼村上開

明堂（香港）有限公司董事長

（現任）

4,405株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

７

※
おき

沖
もと

本
み

美
とし

敏
(昭和29年３月30日生)

昭和47年３月　トヨタ自動車工業株式会社（現

トヨタ自動車株式会社）入社

平成20年１月　トヨタ自動車株式会社元町工

場品質管理部長

平成26年１月　当社顧問

平成26年６月　当社常務執行役員（現任）

平成26年10月　当社ミラーシステム事業部品

質保証部長（現任）

平成27年４月　当社技術部担当兼ミラーシス

テム事業部MPS推進部担当（現

任）

176株

８

※
いわ

岩
さき

崎
せい

清
ご

悟
(昭和21年10月８日生)

昭和44年３月　静岡瓦斯株式会社（現静岡ガス

株式会社）入社

平成８年３月　同社取締役

平成12年３月　同社常務取締役

平成13年３月　同社専務取締役

平成18年３月　同社代表取締役社長

平成23年１月　同社代表取締役会長（現任）

－株

（注）1.　※印は、新任の取締役候補者であります。

2.　上記取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

3.　岩崎清悟氏は社外取締役候補者であります。なお、本議案において同氏の選任につい

てご承認いただいた場合、同氏は株式会社東京証券取引所の定める独立役員として同

取引所に届け出る予定であります。

4.　岩崎清悟氏を社外取締役候補者とした理由は、静岡ガス株式会社の経営に長年にわた

って携わられ、企業経営者としての豊富な経験を当社の経営に活かせると判断したた

めであります。

5.　当社と岩崎清悟氏との間におきまして、本議案において同氏の選任についてご承認い

ただいた場合に、会社法第423条第１項に定める責任について、会社法第425条第１項

に定める金額の合計額を限度とする契約を締結する予定であります。

－ 46 －



第４号議案　監査役１名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって、監査役　石橋三洋氏が任期満了となります

ので、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況及び当社における地位
所有する当社
の 株 式 数

いし

石
ばし

橋
みつ

三
ひろ

洋
(昭和17年８月16日生)

平成10年３月　日本生命保険相互会社代表取締役

専務取締役

平成13年３月　同社代表取締役副社長

平成15年６月　京王電鉄株式会社社外取締役

　　　　　　　株式会社百十四銀行社外監査役

平成17年４月　日本生命保険相互会社代表取締役

副会長

平成18年６月　住友電気工業株式会社社外監査役

平成23年６月　当社社外監査役（現任）

　　　　　　　株式会社静岡銀行社外監査役（現

任）

2,442株

（注）1.　石橋三洋氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

2.　石橋三洋氏は社外監査役候補者であります。

3.　石橋三洋氏を社外監査役候補者とした理由は、専門分野に関する幅広い経験、見識に

より、社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断したためであります。

4.　石橋三洋氏は現在当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本定

時株主総会終結の時をもって４年となります。

5.　当社と石橋三洋氏との間につきまして、会社法第423条第１項に定める責任について、

会社法第425条第１項に定める金額の合計額を限度とする契約を締結しております。

以　上
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株主総会会場ご案内図
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なお、駐車場がございませんので、お車でのご来場はご容赦願います。


